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会長CEOメッセージ

代表取締役会長CEO

現中期経営計画「Brand-new Deal 2020」の初年度である2018年度の　
連結純利益実績は、5,005億円となり、当社史上最高益を３年連続で更新
しました。2019年度は、連結純利益5,000億円を予算とし、２年連続で
5,000億円の大台達成を目指します。先行き不透明な世界経済の中、次の
飛躍に備え、景気変動への耐性の高い非資源分野を更に伸長させること
により、新たに突入した5,000億円のステージを確固たるものにします。

2019年度は、持続的な成長基盤の構築に向け、「新たな商社像」への進
化、変貌を成し遂げるべく、「成長投資の積極的な実行」と、「マーケットイ
ンの発想」により商品・タテ割り文化を打破し、市場や消費者との接点を
強化し、新たなビジネスモデルの構築に邁進します。
いつの時代も、世の中の変化の最先端に立ち、変革を主導するのは人で

す。「新たな商社像」の実現に向けた新しい発想、新しい行動を具体化する
組織作りと、人材活性化策の導入を進めていきます。
また、一層の株主還元拡充を図るため、配当は史上最高額となる一株当

たり85円へ引上げることを予定しています。本年も過信慢心を戒め、全社
一丸となり株主のみなさまの期待に応えられるよう着実に成長を続けて
いきます。

次世代型成長
モデルへの進化
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社長COOメッセージ

現中期経営計画「Brand-new Deal 2020」
の初年度となる2018年度は、当社の関連
会社であったユニー・ファミリーマート
ホールディングス㈱を子会社とし、戦略的
なビジネス基盤を強化するとともに、ビジ
ネスの次世代化を図るため、生活消費関
連、モビリティ、電力、更にはフィンテック
やネット広告、データ分析等の企業に総額
約300億円の投資を実行し、先行布石を
打ってきました。

2019年度は、これらの先行布石を「点」か
ら「面」へ展開することにより、既存ビジネス
の変革・進化を具現化していく段階に入り
ます。また、成長投資の着実な実行を進める
と同時に、ピークアウトまたは低効率な資産
の入替を行い、当社の強みである高効率経
営を更に進めていきます。
そして、新しい商社像の創造のための新

たな組織作りと人材活性化策の推進により、
持続的成長基盤の構築を進めていきます。

株主還元方針
2019年度は、2018年10月1日に公表しました「中長期的な株主還元方針」の着実な実行

を進め、一株当たりの配当金は、当社史上最高となる85円を下限とします。また、2020年度
も累進配当とし、配当額、配当性向の更なる引上げを目指します。自己株式取得についても、
キャッシュ・フローの状況等を踏まえ、2019年度も機動的・継続的に実施し、株主還元の充実
を図ります。

自己株式取得の
更なる積極活用

累進配当

中長期的な株主還元方針

1） 配当性向の段階的な引上げ
 将来的に配当性向30%を目途とすべく、段階的な引上げを実施します。

2） 自己株式取得の更なる積極活用
 1億株程度を目途として、キャッシュ・フローの状況等に鑑み継続的に実施します。

株主・投資家のみなさまに向けて

代表取締役社長COO

持続的成長基盤の
構築を進めていきます
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中期経営計画　～Brand-new Deal～

1999年度より10年間にわたり、財務体質強化とリスク管
理の高度化等の経営政策を進め、財務健全性を飛躍的に
改善させた当社は、「過去の伊藤忠とは一線を画し、これま
でと異なる新しい伊藤忠を作る」という思いから、2011年度
に策定した中期経営計画を Brand-new Deal と名付け、
現在に至るまで当社の成長を導いてきました。

特集
Brand-new Deal の軌跡

『稼ぐ！削る！防ぐ！』
基本方針：「現場力強化」、「攻めの徹底」、「規模の拡大」
　　　　  ビジネスの基本である“稼ぐ”、“削る”、“防ぐ”を施策として具体化し、実行。

『非資源No.1商社を目指して』
基本方針：「収益拡大」、「バランスのとれた成長」、「財務規律遵守と低重心経営」
　　　　  商社御三家の一角として、非資源分野No.1の地位を固める。

『挑戦』 『商社新時代をリードする全社員総活躍企業』 『進化する使命、成長 その先へ』
基本方針：「財務体質強化」、「連結純利益4,000億円に向けた収益基盤構築」
　　　　  収益成長を追求しつつ、財務体質の改善を図る等、「利益成長」と
　　　　  「経営基盤強化」を両立させる。

『いざ、次世代商人へ』
基本方針：「商いの次世代化」、「スマート経営」、「健康経営No.1企業」
　　　　  新しい時代のビジネスモデルを構築し、更なる収益の拡大を図るとともに、
　　　　  経営効率や健康経営も追求。

Brand-new Deal 2012　(2011～2012年度)

Brand-new Deal 2014　(2013～2014年度)

Brand-new Deal 2017　(2015～2017年度)

Brand-new Deal 2020　(2018～2020年度)

連結純利益

実質営業キャッシュ・フロー

平均株価 格付

ROE

黒字会社比率

3.9倍

2.5倍

3.1倍

71.9% 90.0%

5,005

5,150
17.9

2,029

主要格付機関すべてにおいて A格取得
2017～2018年度の1年間ですべての格上げを達成      

キャッシュ・フロー/財務体質強化

市場からの評価

利益成長

伊藤忠商事10年の進化

2009年度 2018年度 2009年度 2018年度

2009年度 2018年度

2009年度 2018年度

2009年度 2018年度
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次世代ビジネスの取組

世界に先駆けて、乗用
車や物流トラック、公共

交通機関が電気自動車に移行する中国市場
で、中国全土で物流網に電気商用車を提供する
「地上鉄」や、中国における新興EVメーカーであ
る「奇点汽車」との資本提携を実現しました。

伊藤忠グループ最大
の顧客接点であるファミ

リーマートをはじめとするリテールビジネスと親
和性が高いデジタルマーケティングやフィン
テック関連ビジネスにおいて、「フリークアウト」
や「Paidy」との資本提携を進め、新たな収益
機会の創造を加速していきます。

ライドシェア分野において乗合サービスを提
供する最先端テクノロジー企業である北米
「Via」との資本提携を実施しました。国内のタ
クシー会社やバス会社等の交通事業者・地方
自治体・企業等へシステム提供を行うことで、
日本が抱える交通課題の解決に積極的に取
組んでいきます。

当社は、中期経営計画で公表した「商いの次世代化」を一歩一歩進めています。
様々なビジネス領域で、急速な構造変化への対応が求められる中、強い事業領域で
の構造変化をいち早くとらえ、「既存ビジネスの進化」を更に加速させます。
「モビリティ（移動手段）」「電力（蓄電池）」「リテール（小売）」の強い事業領域が、
異業種融合と組織横断によって相互に連携し合い、新たな価値を生み続けます。これ
が伊藤忠商事による次世代型成長モデルヘの進化です。

商いの次世代化

Brand-new Deal 2020　次世代ビジネス推進方針

英国「Moixa」社との
資本提携によるAI技術

を活用した電力利用最適化サービスに加え、
北米「Sunnova」や「24M」との資本提携に
よる、海外での太陽光発電設置世帯向けの
蓄電池の展開や、需要が拡大する次世代リチ
ウムイオン電池の開発により、蓄電池ビジネス
を国内外で拡大していきます。

生活消費分野
バリューチェーンの価値向上

生産から販売まで
バリューチェーン
の最適化

流通システム
のスマート化

顧客体験の充実
新しいリテール
の提案

エネルギーの
最適な
利用と供給

次世代
モビリティ社会
所有から利用へ

テクノロジーを
活用した経営の
生産性向上

異業種・ベンチャー企業とのオープンな連携

新技術を活用した
ビジネスモデルの進化

モビリティ
（移動手段）

リテール
（小売）

電力
（蓄電池）

全ての領域において新技術を取込み、「稼ぐ・削る・防ぐ」を進化
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第95期(2018年度)決算概略
当期の「当社株主帰属当期純利益（以

下、連結純利益）」は、前期比1,002億円
（25％）増益の5,005億円となり、強みである
生活消費を中心とした非資源分野の利益が
伸長、資源価格の上昇を背景に5,000億円
のステージに到達しました。1株当たり当社
株主帰属当期純利益(EPS)は初の300円
台を達成しました。
ネット有利子負債は、ポケットカードの子
会社化等はあったものの、堅調な営業取引

収入と着実な資金回収による借入金の返済
を促進した結果、2兆4,068億円と前期末
比863億円の増加に留まりました。一方、
株主資本は、配当金の支払及び自己株式
の取得による株主還元の拡充を進めつつ
も、連結純利益の積上げ等により、前期末
比2,674億円増加の2兆9,369億円と過去
最高となりました。その結果、NET DERは
過去最良である0.82倍まで改善し、引続き
健全な財務体質を維持しております。

連結純利益

5,005億円

連結決算ハイライト

※1 EPS：一株当たり当社株主帰属当期純利益

セグメント別連結純利益

+173億円
◆ 繊維カンパニー

△94億円
◆ 機械カンパニー

△32億円
◆ 金属カンパニー

+438億円

◆ エネルギー・ 
化学品カンパニー

＋1,274億円
◆ 食料カンパニー

△1,002億円
◆ その他及び修正消去

＋72億円
◆ 住生活カンパニー

＋173億円
◆ 情報・金融カンパニー

（前期比）

決算情報の詳細は、当社ホームページ「決算公表資料」の各資料を併せてご覧ください。
https://www.itochu.co.jp/ja/ir/financial_statements/

内、非資源 3,310 3,780

資源 823 1,155

その他 △130 71

非資源比率 80% 77%
＊構成比は「合計」から「その他」を除いた値を100%として算出。

（＊）
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営業活動によるキャッシュ・フロー
■ 投資活動によるキャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー

第95期
（2018年度）

第94期
（2017年度）

第93期
（2016年度）

キャッシュ・フロー

総資産売上総利益

1兆5,638億円

4,766億円

10兆987億円
29.1%

営業活動による 
キャッシュ・フロー

株主資本

2兆4,068億円

2兆9,369億円

0.82倍

ネット有利子負債※1

NET DER※2

※1 ネット有利子負債：有利子負債ー現金及び現金同等物・定期預金
※2 NET DER：ネット有利子負債÷株主資本

※  ユニー・ファミリーマートの子会社化（約+１兆2,000億円）等により、総資産が増加したことから、
　 株主資本比率は1.7ポイント低下の29.1%となりました。

株主資本
比率
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ひとりの商人ストーリー

当社の成長を支える「ひとりの商人」の奮闘をご紹介します。

入社５年目の2002年春、環境プロジェクト
課の一員として、ヒースロー空港に初めて降
り立ちました。ごみ処理の規制が厳格化する
中、英国では焼却プラントの建設が急務で、
５年後には大幅な増設が見込まれるこの市場
を見逃す手はありませんでした。
目を付けたのは、英国の企業連合が既に計
画を進めていた案件。既に建設契約の受注
が決定している企業を調べると、旧式の設計
であることが分かり、更に付加価値の高いプ

ラントを提案すれば勝てると思いました。ごみ
焼却時に発生する廃熱を使って高効率で発
電するプラントなら、売電による利益増も見込
め、環境にも優しいのです。更に、事業者の
負担する初期投資を抑えるために事業会社を
設立し、運営とメンテナンスを請負うスキーム
を活用しました。この戦略が功を奏し、他社の
受注をひっくり返すかたちで、契約を勝ち取る
ことができました。

1998年入社

機械カンパニー
プラント・プロジェクト部
水・環境プロジェクト課長

市礒 肇

英国でのごみ焼却プラント逆転受注

日本の代表としての誇り

建設は日本のプラントエンジニアリング会社
に任せました。プラントを構成する主要機器
の納入が遅れるといった苦しい状況もあった
中、私たちは日本の代表としての誇りを持っ
て最後まで仕事をやり遂げました。その出来
栄えは業界内外からの賞賛を受け、竣工式で
はエジンバラ公からのスピーチも賜りました。
今では、英国で焼却されるごみの約15％を当
社が担うまでになっています。

その後、伊藤忠欧州会社の経営企画部マ
ネージャーとなってからは、Ｍ＆Ａ、事業投資
による成長戦略に基づき、前例のないことに
挑戦し続けました。その１つが、日本企業初
の英国水道事業への参画です。30年前に
民営化された英国では、老朽化した設備の更

新が進むものの、漏水率は15％程度にのぼ
ります。一方、日本は５％以下の低い漏水率
を維持していますが、今後大規模な設備更新
が課題です。また、発展途上国では、安全か
つ経済的な水確保に必要なインフラ整備が
必要です。社会によって状況の異なる水道
事業はどうあるべきなのか。バランスのとれた
解を探り、新しいビジネスモデルを創出し、日
本を含む全世界にフィードバックしたいです。
英国に続いてスペインの水道会社に参画
し、両社の社外取締役に就任しました。2017

年にはセルビアでもごみ焼却発電事業権を
獲得し、現在欧州で展開する事業は７つにの
ぼります。これからも社会から必要とされるイ
ンフラ事業に取組み、循環型社会および持
続可能な資源利用を実現することが、わたし
の使命です。

インフラ事業を通じた社会貢献

日本企業初参画の英国水道事業 ウエストロンドンのごみ焼却発電事業

いちし 　   はじめ
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持続的成長を支える取組（ESGの取組）

サステナビリティ

Dole Philippines社の地域との共生による持続的な発展
当社が2013年に買収した、世界最大の青
果物メジャーDole Food Companyのアジア
青果物事業とグローバル加工食品業は、最大
生産拠点のフィリピンで自然災害等により生産
数量が減少していました。しかし、農園への設
備投資や栽培方法の見直し等により生産性を
改善し、更に、天候不順等のリスクに備え、産
地の多角化も推進する等、青果物の安定供給
に向けた取組を強化しています。
持続可能な生産体制を支えるのが、
地域との共生を重視した経営です。Dole 

Philippines社は、地域と連携・共生しつつ学
校の建設・支援、病院建設・運営、植林活

動、石垣建設、雇用創出（不要パレット材を利
用した椅子作製、プラスチック廃材を利用した
バッグ作製等）、農業指導等、多岐にわたる
CSR活動を行っています。その結果、企業と
地域社会が同時に成長し、同社が地域に不
可欠なパートナーとなることにより、治安の不
安定な地域でも、地域社会が企業を守るといっ
た「Social Fence」と呼ばれる効果を生み出し
ています。
当社は、様々な機能の提供を通じ、Dole社
をサポートすることにより、同社の持続的な企
業価値の向上を実現し、社会課題の解決に取
組んでいきます。

Dole Philippines社とその社員の支援によリ
建設された小学校

梱包に使用した木製パレットから作られた
児童用椅子地域で学校建設を推進

障がいのある方の社会参加支援

当社は、障がい者の働く場の提供を目的
に、1987年に伊藤忠ユニダス㈱を設立（神
奈川県第1号の特例子会社）しました。クリー
ニング業やプリントサービス業を柱として活動
し、2019年３月末時点では障がい者58名、
健常者55名が就労しています。
こうした長年にわたる障がい者雇用の実践
と職場づくりが認められ、同社は、2003年に
障がい者雇用優良事業所として厚生労働大
臣賞を受賞しました。また、2015年には事業
の拡大に加え、様々な障がいを抱えるスタッ
フにとってより働きやすい職場環境を実現す
るため、従来の2.4倍の床面積と最新の機器
を有する新社屋へ移転しました。

伊藤忠ユニダス㈱では、障がい者と健常者
が分け隔てなく支え合いながら、皆プロ意識
を持って仕事をし、心のこもった商品・サービ
スを送り届けています。それにより社会から喜
ばれ、感謝されることで働く喜びを実感してい
ます。
障がい者が健常者とともに等しく生きる社
会を目指すノーマライゼーションの理念のも
と、社名の「ユニダス」(You need us)そのま
まに、社会から必要とされる会社でありたいと
願いながら歩んでいきます。

宮川厚生労働審議官（当時）の視察

工場見学の様子加藤一億総活躍担当大臣（当時）の視察
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取締役会の構成
当社は、2017年度より「モニタリング重視

型」取締役会に移行し、社外取締役を増員す
る一方、社内取締役を大幅に削減しておりま
す。更に、社外取締役比率を3分の1以上と
することがガバナンスの潮流であることを踏ま
え、2018年12月4日の取締役会において、
今後は常に社外取締役比率を3分の1以上
とすることを決定しました。また、取締役選任
基準において、「知見、経験、性別、国際性
等の多様性にも留意」する旨を盛り込むこと

も併せて決定しました。この基準に基づき、
2019年度の役員人事において社外取締役
を1名増員して4名体制とすること（社外取締
役比率40%）、また、女性取締役（社外）を1

名増員して2名体制とすること（女性取締役
比率20%）を決定しております。今後の経営
状況や外部環境を踏まえ、当社としての取締
役会の多様性の在り方について、引続き検
討を行ってまいります。

村木ガバナンス・報酬委員長 コメント

2018年度の株主総会後よりガバナンス・
報酬委員会の委員長を務めています。ガバ
ナンスについては、形式面から実質面への
深化ということがよく言われています。企業
の実態に合わないままに形式ばかりを整え
たとしても、ガバナンスの向上には全く繋が
らないと思っています。当社では、ガバナン

スが確実に向上するよう、地に足が着いた
形で出来ることを着実に進めており、2018

年度の取締役会評価でもそのような結果を
いただいています。なお、当社に限らず役員
に占める女性割合はもっと高くあって然るべ
きとは思いますが、当社においては、徐々に
女性役員の登用も図っており、2019年度

は女性執行役員2名体制となりま
した。今年度の短期経営計画に
おいて「成長投資の着実な実
行」や「新たな商社像」を目指し
ておりますが、当社の強みである
「攻めのガバナンス」をしっかりと
サポートしていきたいと思います。

ガバナンス・報酬委員会の活動状況
当社は、2015年に取締役会の任意諮問

委員会としてガバナンス・報酬委員会を発足
させました。現在は、社外取締役を委員長と
し、社外役員が過半数の構成としており、当
社のガバナンスの向上に関して中心的な役
割を果たしています。2018年度は、2017年

度の取締役会評価、2018年度の役員報酬
制度、改訂コーポレートガバナンス・コードへ
の対応等、計4回開催し、その中での議論を
踏まえて社外役員が取締役会事務局と連携
し、実質面において機能するガバナンスの諸
施策を積極的に展開しています。

当社は、2018年12月4日開催の取締役会において、2018年6月に改訂された東証コーポ
レートガバナンス・コードへの対応を決議しました。CEOを含む経営陣の選解任の方針や後継
者計画の在り方に加えて、取締役会の構成や多様性に関する考え方を整理し、2019年2月5日
開催の取締役会において、2019年度の役員人事を決議・公表しております。

持続的成長を支える取組

コーポレート・ガバナンス
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会社概要

◆ 取締役及び監査役（2019年6月21日現在）

代表取締役社長

取締役*

常勤監査役

代表取締役

取締役* 取締役*

監査役**

代表取締役 代表取締役

監査役**

代表取締役

監査役**

代表取締役会長
岡藤 正広
CEO

取締役*
村木 厚子

常勤監査役
山口 潔

鈴木 善久
COO

望月 晴文

土橋 修三郎

吉田 朋史
住生活カンパニー 
プレジデント

川名 正敏 中森 真紀子

間島 進吾

福田 祐士 
東アジア総代表
（兼）アジア・大洋州総支配人
（兼）CP･CITIC 管掌

小林 文彦
CAO

瓜生 健太郎

鉢村 剛
CFO

大野 恒太郎

（注） *社外取締役　**社外監査役
社外取締役・社外監査役は、当社取締役への就任順

企業理念

◆ 株主メモ

事業年度 4月1日から翌年3月31日まで

期末配当金支払 
株主確定日 3月31日

中間配当金支払 
株主確定日 9月30日

単元株式数 100株

公告方法
電子公告の方法により行います。 
但し、やむを得ない事由により電子公告をすることが 
できない場合は、日本経済新聞に掲載します。

＊公告掲載の当社ホームページアドレス 
https://www.itochu.co.jp/ja/ir/shareholder/
announcement/

創業 1858年

設立 
（分離再発足） 1949年12月1日

資本金 253,448,311,696円

◆ 会社概要（2019年3月31日現在）

従業員数
連結　119,796名
単体　4,285名

平均年齢（単体） 41.7歳
平均勤続年数（単体） 17年6ヵ月

株主名簿管理人 
特別口座管理機関

東京都千代田区 
丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同連絡先
（郵便物送付先）

（電話照会先）

〒168-0063　 
東京都杉並区 
和泉二丁目8番4号 
三井住友信託銀行株式会社  
証券代行部
フリーダイヤル　 
0120-782-031 
（平日午前9時～午後5時）

上場金融商品 
取引所 東京

証券コード 8001
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住所変更、名義変更、単元未満株式の買取・買増請求、配当金受取り方法の指定、相続に伴うお手続き等

◆ 株式事務に関するお問い合わせ

お問い合わせ先
証券会社の口座に記録された株式
口座を開設されている証券会社等へ
特別口座に記録された株式
三井住友信託銀行証券代行部へ
フリーダイヤル　0120-782-031
（受付時間：平日午前9時～午後5時）

配当金のお支払いについて
当社定款の定めにより、配当金は、支払開始の日か
ら満3年を経過するとお支払いができなくなります。
確実に配当金をお受取りいただくために銀行等預金
口座への振込、または、ゆうちょ銀行口座への振込
のお手続きをおすすめいたします。詳しいお手続き
方法については、口座を開設されている証券会社等
か、三井住友信託銀行へお問い合わせください。

ホームページのご案内
https://www.itochu.co.jp

スペシャルウェブサイト～商人の住む地球～ 
http://shonin.itochu.co.jp

Facebookページのご案内 
https://www.facebook.com/itochu.corp

この冊子に関するお問い合わせ
〒107-8077　東京都港区北青山2-5-1 
伊藤忠商事株式会社　人事・総務部 
（03）3497-2121（代表）
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